
資料1  

介護保険制度の現状について   



介護拠点等の緊急整備  

合計16万人分整備  3年間で12万人分整備に4万人分を前倒し、  

（3）事業規模   合計約3，011億円（3年分）   



介護職員処遇改善交付金  

○介護職員（常勤換算）1人当たり月額平均1．5万円の賃金引上げに相当する額を介護  

職員の処遇改善に取り組む事業者へ交付  

021年10月サービス分から実施し、24年3月までの2．5年分を予算計上  
（21年度第1次補正予算 事業規模：約3，975億円）  

執行のイメージ  

都道府県出魁  

①都道府県が基金を設置して実施する。   

（支払いは国保連に委託）  

②財源  ：国費10／10  

交付金の支払い  
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地域包括ケアシステム  

【地域包括ケアの四つの視点による取組み】  

ニ  迭の4つの視点での取組みが包括助（利用者の  

通じ  iじて切れ目ないサービス提供）琳  
地域包括ケアを実現するためには、  
盤鹿盟（入院、退院、在宅復帰を  

①医療との連携強化  
・24時間対応の在宅医療、訪問看護やt」ハビリテーションの充実強化0  
庄 サービスの  寺   

（平成21年度補正予算‥3年間で16万人分確保）  特養などの介護拠点の緊急整備   

援（見守。、配食などの生活支援や財産管理などの権利擁護サービ  
高齢畳鑑皇姐組  

・持ち家のバリアフリー化の推進  
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今後の介護保険料について  

第4期  

（2009年度～2011年度）  4   



議論の基本的な論点  

○サービス体系のあり方（地域包括ケアの実現）  

地土或の中での介護サービスの提供（在宅支援の強化、施設の多機能化）  
医療と介護の連携体制の強化（在宅療養の強化、訪問看護の体制確保）  
高齢者の住まし1における介護サービスの充実、施設の居住環境の向上  
介護職員の資質の向上  

認知症を有する者に対するサービス確保  

○持続可能な制度の構築   

保険料上昇に対する財政的な措置   

介護職員処遇改善交付金（約3，975億円）   
介護拠点の緊急整備（約3，011億円）  
→ 第4期は平成21年度～平成23年度、   
次期介護報酬l改定は平成24年度  
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